
国民公園皇居外苑における 
行事等の試験的な実施事業者応募要領 

 
                              環境省自然環境局 
                                                           皇居外苑管理事務所 
 

１．公募の目的 

（１）皇居外苑のあらまし 

ア．皇居外苑は、昭和２２年１２月の閣議で旧皇室苑地の一部を国民公園とすることが

決定され、昭和２４年４月に公開された公園です。苑内にはクロマツの点在する皇居

前広場、特別史跡旧江戸城跡に指定された濠と石垣、重要文化財指定の桜田門、楠木

正成像及び和田倉噴水公園などの歴史的建造物が調和し、わが国を代表するシンボル

的な公園として親しまれています。 

 イ．北の丸公園は、旧日本陸軍の近衛連隊の跡地が森林公園として整備されたもので、

昭和４４年４月に公開されました。公園内の園地や園路は、都心において貴重な緑地

空間として皇居からつながる樹林を形成し、皇居東御苑を挟んで皇居外苑地区とつな

がっており、一体的な公園利用が可能になっています。 

（２）近年、皇居外苑をはじめとする国民公園では、訪日外国人旅行者も含め多くの来苑

者を迎えていることから、その一層の魅力向上と活用を図るため、環境省では有識者

による検討を行い、 

ア．「皇居外苑の利用の在り方に関する懇談会報告書（令和３年１月）」では、 

①国民福祉に大きく貢献できるよう「保護と利用の好循環」を図り、持続可能な形で

保全活用していくことが求められている、 

②皇居外苑は世界に対して日本の姿を強く発信していくことができる場であり、ここ

で行うことに明確な意義が認められるものであれば、社会のグローバル化に対し

て、状況に応じて行事等の実施を今後は許可していく必要がある、 

③各種行事等の具体的な利用ニーズを明らかにしていくと共に、利用の制約があるか

を確認することが望ましい、 

イ．「北の丸公園の利用の在り方に関する検討会報告書（令和５年１２月）」では、 

①公園のポテンシャルを活かしたイベントの実施や案内サービスの提供、情報の発

信等により公園の魅力を伝え、来訪者の満足度を高めることを目指し、利活用を推

進すべきであり、 

②公園の魅力創出という観点から、一定の公益性が認められるモデル的な実証事業

を丁寧に進めながら、屋外でのイベントを抑制的に扱ってきたことを段階的・部分

的に緩和していくことが望まれる、 

との報告を得ました。 

（３）このため、国民公園皇居外苑の利用としてふさわしいと考えられる各種行事等の具

体的な利用ニーズの把握及び利用の制約の有無等を確認していくため、行事等の試験

的な実施（以下「実証試験」という。）を協力し、共催の立場で行うことを目的に、

実証試験実施事業者を公募します。 

 
２．実施場所 
  所在地：東京都千代田区皇居外苑ほか（別添２対象範囲図内） 
 
３．実施期間及び時間、年間利用状況 
（１）実施期間 



【上半期】令和８年４月１日（水）から令和８年９月３０日（水）まで 
※１回あたり最大３日間とする（準備・片付けは除く） 

（２）実施時間 
９：００～２１：００までとする（準備・片付けは除く） 

（３）年間利用状況 
    皇居外苑地区 約４６７万人(令和６年度) 
   北の丸公園  約２８２万人(令和６年度) 

※楠公駐車場、北の丸公園駐車場、和田倉噴水公園、皇居参観、東御苑利用者、
北の丸公園内文化施設利用者実績から推計 

※新型コロナ発生前の令和元年度は皇居外苑地区が約７８５万人、北の丸公園が
約２５６万人であった。 

 
４．実証試験に関する基本的事項 
（１）実施方法 

①国民公園及び千鳥ケ淵戦没者墓苑並びに戦後強制抑留及び引揚死没者慰霊碑苑
地管理規則（昭和 34 年省令第 13 号）を遵守した上で実証試験を実施する。 

   https://www.env.go.jp/garden/content/900457494.pdf 
②別添「皇居外苑の利用の在り方における行事等の試験的な実施に関する協定書」
を締結し「皇居外苑地区及び北の丸公園の利用条件」を遵守した上で、環境省と
の共催により実証試験を実施する。 

（２）費用負担 
   応募資料の作成、郵送料のほか実証試験に係る費用は全て応募者の負担とする。 
（３）使用上の制限 
   ①事業者は、協定書の権利を第三者に譲渡し、又は名義貸し等をしてはならない。   

②実証試験の主たる部分を第三者へ委任又は請け負わせてはならない。 
（４）損害賠償 
   事業者は、国又は第三者に損害を与えたときは、すべて自己の責任でその補償をし

なければならない。 
（５）事業運営について 

①事業者は、当該地域が国民公園皇居外苑内であることを理解し、品位ある事業
運営に努めるとともに、不特定多数の利用者が訪れる地域であることを承知
し、広く公園利用者への便宜を図らなければならない。 

②事業者は、利用者のニーズ把握に努め、良質なサービスの維持、向上に努めな
ければならない。 

③事業者は、不断の経営努力を行うものとし、適正な利潤と価格等について常に
検討し、利用者の利便に資するよう事業運営を行わなければならない。 

④皇居外苑管理事務所として必要があると認めるときは、その理由を示した上
で、事業運営について改善を求めることがある。 

（６）環境対策 

     政府が推進する脱炭素対策、グリーン購入等の環境保全諸施策に積極的に取り組む

こと。 
（７）災害時対応 

皇居外苑は千代田区の「災害時待避場所」に指定されていることから、非常災害
時には協力すること。 

（８）従業員について 
①従業員の身元保証、健康管理、就業及び労務について、事業者はその責任を負
うものとする。 

②実証試験の公共性を理解し、公園利用者に適切に応対できるよう、事業者は従
業員の教育と指導に努めるものとする。 

（９）守秘義務 
   事業実施上で知り得た皇居外苑管理事務所の業務上の秘密については、その保持に

留意し、漏洩防止の措置を講ずること。 
（10）その他事項 

①自己の都合により、実証試験を取りやめ・途中終了させる場合は、当該期日の
２ヶ月前までに、所定の様式により皇居外苑管理事務所長あて申し入れなけれ
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ばならない。 
②実証試験において事件、事故等が発生したときは速やかに皇居外苑管理事務所
に連絡しなければならない。 

③国民公園内であることの特性を考慮し、清潔な環境維持に努めなければならな
い。 

④皇居、皇居外苑行事及び工事等のため事業実施場所が一時的若しくは全日使用
できなくなる場合があるが、そのときは皇居外苑管理事務所から時間的余裕を
もって事前に連絡する。 

    ・定期的なもの  ８月１５日 全国戦没者追悼式 
    ・想定されるもの 特別警備等のため、警察及び宮内庁等より事業自粛の要請が              

あった場合 
⑤上記④にて、事業実施場所が使用できない場合の代替場所は双方調整の上で決
定するが、代替によって発生する作業及び費用は事業者が負担すること。 

 
５．応募者の資格 
（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 
（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 
（３）環境省から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 
（４）良質な商品及び優良なサービスを提供できる能力を有すること。 
（５）経営の状況又は信用度が極端に悪化していないと認められる者であり、適正な業務

の履行が確保される者であること。 
（６）法人税、所得税、消費税及び地方消費税を完納していること。 
（７）説明会に参加した者であること。 
（８）別紙１において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 
（９）過去の実証試験や苑内利用において利用条件に適合しない行為があったなど、事業

実施者として不適正な者でないこと。 
 
６．応募手続き等 

事業を希望する者は、次により応募申請書及び企画提案書を持参又は郵送で提出する
こと。 

（１）応募要領等交付期間 
   令和８年２月１２日（木）～令和８年２月２６日（木）まで 
   環境省ホームページの「申請・手続き」＞「公募情報」、又は皇居外苑管理事務所 

ホームページ｢お知らせ｣より、ダウンロードして入手すること。 
（２）説明会 
   日 時 令和７年２月２７日（金）14:00から（受付 13：30から） 
   会 場 皇居外苑管理事務所 会議室及び現地 
       ※説明会の前日までに参加の意思を電話又はメールで連絡するとともに説

明会への参加は１者３名までとする。 
※会場にて応募要領は交付しない。 

       ※説明会において１５分程度の質疑応答は設けるが、質問の受付や回答
は、原則、以下の（３）の方法による。 

（３）公募に関する質問 
①質問事項を記載した書面（任意様式）を郵送又はメールにて、下記（４）の②
の提出先まで送付する。 

②内容によっては公募の公平、公正性の確保の点から回答できない場合がある。 
   ③質問の受付期限は、令和８年３月５日（木）17:00までとする。 
   ④回答方法 
        質問事項及び回答は、令和７年３月６日（金）17:00 までに質問者にメールで回

答するとともに、公募の公平、公正及び透明性を確保するため６．（４）②の提
出先にて閲覧に供する。 

（４）応募申請書及び企画提案書の提出期限等 
   ①提出期限 令和８年３月１２日（木）17:00まで 

※郵送の場合は必着、期限を過ぎたものは無効とする。 
②提 出 先 〒100-0002 千代田区皇居外苑１－１ 皇居外苑管理事務所 庶務科 

電話 ０３－３２１３－００９５ 



E-mail kokyo-gaien@env.go.jp  
   ③提出部数等 ６部（正本１部、副本５部。副本は正本のコピー可） 
（５）応募申請書について 
   別紙様式１により作成し、公募に参加する者に必要な資格を確認するため、以下の

資料を添付すること｡(※公的機関が発行する書類は発行日から３ヶ月以内のもの｡) 
      なお、以下の①又は②の書類は正本１部のみを提出するとともに、関係書類の不備

又は資格がないと判断された場合は、企画提案書の審査は行わず無効とする。 
   ①応募者が「法人」の場合 
    ア 会社概要（様式２、パンフレット可） 
        イ 定款又はそれに代わるもの 
    ウ 法人登記簿謄本（全部事項証明書） 
    エ 直近３年分の決算書の写し（貸借対照表、損益計算書、附属明細書） 
    オ 直近３年分の納税証明書（証明書の種類は「その１」で、納付すべき税額・

納付済額・未納税額が確認できること） 
    カ  過去３年間の社会的信用失墜行為の有無（別紙様式３） 
   ②応募者が「個人」の場合 
        ア 履歴書（様式任意） 
    イ 身分証明書（公的機関発行のもの） 
    ウ 登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人等に該当しない証

明）（法務局発行のもの） 
    エ 開廃業届出証明書（税務署発行のもの） 
    オ 直近３年分の決算書の写し 
      ・確定（修正）申告（控）の写し 
      ・青色申告決算書もしくは収支内訳書の写し 
        カ 直近３年分の納税証明書（証明書の種類は「その１」で、納付すべき税額・

納付済額・未納税額が確認できること） 
    キ  過去３年間の社会的信用失墜行為の有無（様式３） 
（６）企画提案書について 
   別紙２「企画提案書作成要領」により作成したもの。 
（７）注意事項 

①応募申請書及び企画提案書（以下「応募申請書等」という。）の受付は、説明
会に参加した者に限る。 

      ②応募申請書等については、Ａ４版サイズ、日本語で作成のこと。 
   ③提出された応募申請書等は、選定審査後も返却しない。 
   ④応募申請書等作成、提出及び本公募に係る全ての費用は、応募者の負担とする。 
   ⑤本公募において知り得た一切の秘密は、皇居外苑管理事務所の承諾を得ることな

く他に漏らしてはならない。 
  ⑥事業者は自らが提出した企画提案書の内容に従って事業を運営するものとする。 

ただし、諸事情の変化により皇居外苑管理事務所が変更を求めた場合は、この
限りではない。 

⑦応募申請書等は、本公募における実施事業者選定の目的以外に使用しないものと
し、非公開とするが、暴力団排除制約事項の確認のための警察当局への情報共有
や苑内の維持管理への影響確認のための維持管理業者への情報共有として応募
申請書等を提供する場合がある。 

⑧企画提案書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を
行っている場合は、その履行を担保するための、協力の内容、態様等に応じ、提
出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めることがある。 

 
７．実施事業者の選定方法 

（１）令和８年３月１３日(金)に皇居外苑管理事務所会議室にて企画提案会を開催する。 

なお、やむを得ない事情等によって企画提案会への参加が困難な場合は、別途調整に 

応じる。また、時間や出席者数の制限等については別途連絡する。 

（２）企画提案会及び審査の結果、上半期実施分及び下半期実施分それぞれ最大３者を事

業者として選定する。なお、本公示に示した参加資格を満たさない者の企画書、審

査項目のうち１つでも失格に該当する企画書、又は評価得点が 100 点満点中 65 点未
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満の企画書は、無効及び失格とする。 

 
８．その他 

上記７により事業者が決定した場合、両者合意のもと協定書を取り交わすこととす
る。 

 
 

 問合せ先  
〒１００－０００２ 
 東京都千代田区皇居外苑 1-1 
  環境省皇居外苑管理事務所 
  電話 ０３－３２１３－００９５ 
E-mail kokyo-gaien@env.go.jp 

         担当：森川 
 

 
添付資料                   
 別紙１  暴力団排除誓約事項 
 別紙２ 企画提案書作成要領 
 様式１ 応募申請書の様式 
 様式２ 会社概要 
 様式３  社会的信用失墜行為の有無 
 別添１ 協定書（案）、皇居外苑の利用条件 
 別添２ 実証試験対象範囲図 
 【参考資料】 
〇国民公園及び千鳥ケ淵戦没者墓苑並びに戦後強制抑留及び引揚死没者慰霊碑苑地管理 
規則 （昭和 34年省令第 13号） 

〇皇居外苑の在り方に関する懇談会の報告書（概要） 

○北の丸公園の利用の在り方に関する検討会報告書 
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